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① 実地指導における主な指摘事項にはどのようなものがあるか？

【老健・短期療養】  

 

 平成２４年度に実施した介護保険施設（介護老人保健施設、介護老人福祉施

設、介護療養型医療施設）（短期入所療養介護を含む。）及び地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護の実地指導における指摘事項のうち、主なものをお

示しいたしますので、業務の参考としてください。 

 

実地指導における主な指摘事項 

事項 状況 

内容及び手続の説明及

び同意 

【重要事項説明書】 

・運営規程の概要記載不十分（職務の内容未記載）。 

・利用料の説明不十分（記載漏れ、徴収していないものを記載、

名目があいまい）。 

・施設の指定が「山口県」のまま（「下関市」に改まっていな

い。）。 

・交付を受けた旨の記載なし（説明・同意のみならず、交付を

受けたことが確認できる文言必要※）。 

 ※契約書に施設・入所者保管の旨が記載されている場合、契

約書と一体であれば、当該文言がなくても可。 

サービスの提供の記録 
・サービス担当者会議、支援経過、在宅復帰に関する記録等の

不備。 

利用料等の受領 
・出納管理を行っていないのに、預り金の管理に係る費用を徴

取。 

介護保健施設サービス

の取扱方針 

【身体拘束】 

・記録が不十分（記入漏れ、内容が簡素すぎ）。 

施設サービス計画の作

成 

・サービス担当者会議の開催並びに施設サービス計画の作成及

び交付の大幅な遅延。 

・内容不備（経過支援記録（第６表）の記載なし）。 

看護及び医学的管理の

下における介護 

【褥瘡対策】 

・褥瘡が発生している入所者に対する計画や評価の未実施。 

運営規程 
・利用料の説明不十分（記載漏れ、徴収していないものを記載、

名目があいまい）。 

勤務体制の確保等 

【勤務表】 

・記載不十分（常勤・非常勤の別、職種、兼務の状況、兼務従

業者の勤務時間の区分※） 

※一部の職種は区分不要。 

衛生管理等 
【感染対策委員会】 

・定期的な開催なし。 

秘密保持等 

・従業者の秘密保持に関する誓約書の徴収漏れ。 

・居宅介護支援事業者等に対して情報を提供する文書同意を得

ていない。 

苦情処理 ・苦情処理の概要未掲示。 
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事項 状況 

事故発生の防止及び発

生時の対応 

【事故発生の防止のための指針】 

・記載不十分（介護事故の防止のための職員研修に係る基本方

針、入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針） 

【事故防止検討委員会】 

・定期的な開催なし。 

基本報酬 
・外泊時に算定。 

・同一敷地内の介護保険施設へ入所する、退所日に算定。 

夜勤職員配置加算 ・算定方法による要件確認の未実施。 

初期加算 ・入所日から３０日間を超える期間に算定。 

栄養マネジメント加算 ・栄養スクリーニング及び栄養状態のモニタリング内容不十分。 

療養食加算 
・食事箋に基づいた栄養量及び内容を有する治療食の献立作成

が出来ていない。 

サービス提供体制強化

加算 
・算定方法による要件確認の未実施。 

特定入所者介護サービ

ス費（補足給付） 
・算定漏れ（算定額の誤り）。 

※表現は全て介護老人保健施設における表現に改めています。 

※文書指導事項と口頭指導事項は区分していません。 

※他項目にて説明しているものは除いています。 
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② 変更許可申請と指定事項等変更届はどのような場合に行うの

か？【老健（短期療養・通所リハ）】 

 

 法令に規定する事項に変更が生じた場合、通常のサービスであれば指定事項

等変更届（地域密着型サービスの場合は変更届出書）を提出する必要がありま

すが、介護老人保健施設の一部の事項においては、指定事項等変更届（様式第

８号）ではなく、介護老人保健施設変更許可申請書（様式第１２号）を提出す

る必要があります。 

介護老人保健施設（みなし指定である短期入所療養介護、通所リハビリテー

ションを含む。）において、介護老人保健施設変更許可申請書又は指定事項等変

更届を提出する必要がある事項は、次頁記載のとおりです。 

 

※介護老人保健施設変更許可申請書又は指定事項等変更届はサービスの種類ご

とに分けてご提出ください（ただし、介護サービスと介護予防サービスにつ

いて、同時に同じ内容を変更する場合は１枚）。 

 例１：法人役員の変更で、介護老人保健施設、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予

防）通所リハビリテーションそれぞれに同時に変更が生じた場合。 

⇒以下の書類を提出。 

・介護老人保健施設の指定事項等変更届及び添付書類 

・（介護予防）短期入所療養介護の指定事項等変更届及び添付書類 

・（介護予防）通所リハビリテーションの指定事項等変更届及び添付書類 

例２：介護職員を増員し、介護老人保健施設、（介護予防）短期入所療養介護の運営規程

が同時に変更される場合。 

⇒以下の書類を提出。 

・介護老人保健施設の介護老人保健施設変更許可申請書及び添付書類 

・（介護予防）短期入所療養介護の指定事項等変更届及び添付書類 

 例３：介護支援専門員を増員し、介護老人保健施設、（介護予防）短期入所療養介護の運

営規程が同時に変更される場合。 

⇒以下の書類を提出。 

・介護老人保健施設の介護老人保健施設変更許可申請書及び添付書類（運営規程

の変更） 

・介護老人保健施設の指定事項等変更届及び添付書類（介護支援専門員の氏名等

の変更） 

・（介護予防）短期入所療養介護の指定事項等変更届及び添付書類（運営規程の変

更） 

※いずれの場合においても、添付書類は、同内容のものであっても必要部数を提出して

ください。 
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介護老人保健施設変更許可申請書又は指定事項等変更届の提出が必要な事項 

 

介護老人保健施設 
短期入所 

療養介護 

通所リハビリ 

テーション 

指定事項等 

変更届 

介護老人保健

施設変更許可

申請書 

指定事項等 

変更届 

指定事項等 

変更届 

施設（事業所）の名称 ○   ○ ○ 

施設（事業所）の所在地 ○   ○ ○ 

開設者（申請者）の名称 ○   ○ ○ 

開設者（申請者）の主た

る事務所の所在地 
○   ○ ○ 

代表者の氏名、住所又は

職名 
○   ○ ○ 

定款、寄附行為等又はそ

の登記事項証明書、条例

等（当該事業に関するも

の） 

○   ○ ○ 

事業所の種別（老健等）     ○ ○ 

敷地の面積又は平面図   ○     

併設施設の概要 ○       

建物の構造概要   ○ ○   

建物（事業所）の平面図

（各室の用途を含む） 
  ○ ○ ○ 

施設又は構造設備（設

備）の概要 
  ○ ○ ○ 

施設の共用の有無又は

共用の場合の利用計画 
  ○     

入所者の定員     ○   

管理者の氏名又は住所 ○※   ○ ○ 

運営規程（従業者の職

種、員数、職務内容、及

び入所定員の増加に係

る部分） 

  ○ ○ ○ 

運営規程（上記以外） ○   ○ ○ 

協力病院の名称等（協力

病院を変更しようとす

る場合） 

  ○     

協力病院の名称等（上記

以外） 
○       

介護給付費の請求に関

する事項 
○   ○ ○ 

役員の氏名又は住所 ○   ○ ○ 

介護支援専門員の氏名

等 
○       

※事前に介護老人保健施設管理者承認申請書（様式第１３号）の提出が必要。  
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③ 変更許可申請と指定事項等変更届の取扱いはどのように異なる

のか？【老健（短期療養・通所リハ）】 

 

 介護老人保健施設変更許可申請書と指定事項等変更届では、下記のとおり取

扱いが異なりますのでご注意ください。 

 

変更許可申請と指定事項等変更届の違い 

 変更許可申請 指定事項等変更届 

提出様式 介護老人保健施設変更許可申請書（様式

第１２号） 

指定事項等変更届（様式第８号） 

※様式及び添付書類については下関市ホームページにて確認してください。 

〔ホームページ掲載場所〕 

下関市ホームページトップページ（http://www.city.shimonoseki.lg.jp/） 

→ 事業者の方へ 

 → 保健・福祉 

→ 介護保険 

 → 介護保険サービス事業の申請様式等について（施設系サービス） 

又は 

介護保険サービス事業の申請様式等について（訪問通所系サービス） 

提出時期 変更前１ヵ月～２週間を目途 

※急な従業者の員数の変更など、上記に

よりがたい事情が生じた場合は、別途

ご相談ください。 

※工事を伴うものなどについては、着工

前にご相談いただき、十分協議してく

ださい（変更許可申請は、工事そのも

のに対してではなく、工事終了後の状

態で使用することに対して許可を受

けるものです。）。 

※現地確認を行う場合があります。 

算定体制の変更以外 

→変更後１０日以内 

算定体制の変更 

・老健・（介護予防）短期療養 

→届出が受理された日が属する月

の翌月（月の初日の場合はその月
※）から算定開始。 

※国保連へのデータ送信の都合

上、月の初日に提出する場合

は、事前にご一報ください。 

・（介護予防）通所リハ 

→届出が１５日以前に提出された

場合は翌月から、１６日以降に提

出された場合は翌々月から算定

開始。 

下関市か

らの通知 

許可通知 なし 

手数料 建物のく体に影響を及ぼす構造設備の

変更を伴うもの 

→３３，０００円 

なし 

上記以外 

→なし 
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④ 非常勤の医師は併設病院の医師でなければならないのか？【老

健】 

 

病院又は診療所と併設している介護老人保健施設では、必ずしも常勤の医師

の配置が必要とは限りません。解釈通知※に定める要件を満たす場合には、常勤

の医師の配置がなく、非常勤の医師のみを配置するということも可能です。 

ただし、人員基準上明文化はされていませんが、解釈通知に「（非常勤の医師）

のうち１人は、入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ

医師としなければならない」と定められていることから、非常勤の医師のうち

の最低１人は併設病院の医師でなければなりません。 

（厚生労働省確認済） 

 

※介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成１２年

３月１７日老企第４４号）第二の１（２） 

 「（１）にかかわらず、病院又は診療所（医師について介護老人保健施設の人員基準を満

たす余力がある場合に限る。）と併設されている介護老人保健施設（医療機関併設型小

規模介護老人保健施設を除く。）にあっては、必ずしも常勤の医師の配置は必要でない

こと。したがって、複数の医師が勤務する形態であっても、それらの勤務延時間数が

基準に適合すれば差し支えないこと。ただし、このうち１人は、入所者全員の病状等

を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ医師としなければならないこと。なお、兼

務の医師については、日々の勤務体制を明確に定めておくこと。」 
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⑤ 介護老人保健施設の従業者が通所リハビリテーションの従業者

を兼務する場合、勤務時間及び勤務形態はどのように解釈するの

か？【老健（通所リハ）】 

 

介護老人保健施設の従業者が、当該介護老人保健施設にて行われる通所リハ

ビリテーションと兼務している場合は、その従事する職種により以下のとおり

取り扱います。 

 

①看護師・准看護師・介護職員・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 

（１）勤務時間 介護老人保健施設に勤務する時間と通所リハビリテーション

に勤務する時間とを区分します。 

（２）常勤換算方法 介護老人保健施設については介護老人保健施設に勤務し

た時間、通所リハビリテーションについては通所リハビリテーションに勤

務した時間をもって計算します。 

（３）常勤・非常勤の別 介護老人保健施設に勤務する時間と通所リハビリテ

ーションに勤務する時間の合計をもって判断します。この方法により常勤

となる従業者の勤務形態は「常勤兼務」となります。 

※よって、各サービス別に見た場合、例えば、常勤換算方法で０．５人と計算

される常勤の従業者がいることがあり得ることになります。 

 

②医師・栄養士等 

（１）勤務時間 介護老人保健施設に勤務する時間と通所リハビリテーション

に勤務する時間を区分することは不要です。 

（２）常勤換算方法 介護老人保健施設に従事する時間と通所リハビリテーシ

ョン事業所に従事する時間の合計をもって計算します。 

（３）常勤・非常勤の別 上記①（３）に同じです。 

 

  

勤務 常勤換
職　種 氏　名 週平均の 算後の 備　考

形態 勤務時間数 人　数

看護師 Ｂ ○○　○○ 20 0.5 通所リハ兼務

医師 Ｂ ××　×× 40 1.0

勤務形態一覧表記載例（介護老人保健施設の場合）

医師が通所リハと兼務しており、

老健・通所リハの勤務時間の合計

が常勤要件を満たす場合

看護師が通所リハと兼務してお

り、老健・通所リハの勤務時間の
合計が常勤要件を満たす場合

務時間数

通所リハ兼務

勤務時間は通所リ
ハとの合計

勤務形態はＢ（常勤兼務） 兼務の形態や、勤務時間の解釈等を記入

老健のみの勤務時間数・常勤換算人数

老健・通所リハの勤務時間数・常勤換算人数の合計
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⑥ 一旦退所し再入所した場合、短期集中リハビリテーション実施

加算等は算定できるのか？【老健】 

 

 入所者が入所後３ヵ月以内に退所して居宅に戻っていたが、その数日後に再

び入所した場合の、再入所後の短期集中リハビリテーション実施加算及び認知

症短期集中リハビリテーション実施加算の算定の可否は以下のとおりです。 

 

①短期集中リハビリテーション実施加算 

 ⇒算定できません。 

過去３ヵ月の間に介護老人保健施設に入所したことがある入所者に対し当

該加算が算定可能となる要件は留意事項通知※に規定されておりますが、本

件はその要件に該当しません。 

 

 ※指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定

施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月８日老企第４０

号）第二の６（８） 

  「②当該加算は、当該入所者が過去３月間の間に、介護老人保健施設に入所したこと

がない場合に限り算定できることとする。ただし、以下の③及び④の場合はこの

限りではない。 

③短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中又は算定終了後３月に満たない

期間に４週間以上の入院後に介護老人保健施設に再入所した場合であって、短期集

中リハビリテーションの必要性が認められる者に限り、当該加算を算定することが

できる。 

④短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中又は算定終了後３月に満たない

期間に４週間未満の入院後に介護老人保健施設に再入所した場合であって、以下に

定める状態である者は、当該加算を算定できる。 

ア脳梗塞、脳出血、くも膜下出血、脳外傷、脳炎、急性脳症（低酸素脳症等）、髄膜

炎等を急性発症した者 

イ上・下肢の複合損傷（骨、筋・腱・靭帯、神経、血管のうち３種類以上の複合損

傷）、脊椎損傷による四肢麻痺（一肢以上）、体幹・上・下肢の外傷・骨折、切断・

離断（義肢）、運動器の悪性腫瘍等を急性発症した運動器疾患又はその手術後の者」 

 

（例）

短期集中リハビリテーション実施加算又は認知症
短期集中リハビリテーション実施加算算定

短期集中リハビリテーション
実施加算又は認知症短期集中
リハビリテーション実施加算
算定可能？

入所
↑
退所

↑
再入所

↑

１ヵ月 ２ヵ月 ３ヵ月

居宅
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②認知症短期集中リハビリテーション実施加算 

 ⇒上記同様、算定できません。 

  平成２１年４月改訂関係Ｑ＆Ａ（Ｖｏｌ．１）※記載の「入院等」には、退

所は含みません。 

（山口県を通じて厚生労働省確認済） 

 

 ※平成２１年４月改訂関係Ｑ＆Ａ（Ｖｏｌ．１） 

「（問１０５）３月間の実施期間中に入院等のために中断があり、再び同一事業所の利用

を開始した場合、実施は可能か。 

（答）同一事業所の利用を再開した場合において、介護老人保健施設、介護療養型医療

施設においては前回入所（院）した日から起算して３月、通所リハビリテーションに

おいては前回退院（所）日又は前回利用開始日から起算して３月以内に限り算定でき

る。但し、中断前とは異なる事業所で中断前と同じサービスの利用を開始した場合に

おいては、当該利用者が過去３月の間に、当該リハビリテーション加算を算定してい

ない場合に限り算定できる。」 
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⑦ 所定疾患施設療養費の算定において留意すべき事項にはどのよ

うなものがあるか？【老健】 

 

①緊急時治療管理を算定した後の算定 

  同一日でなければ、緊急時治療管理を算定した後に所定疾患施設療養費を

算定することも、また、その逆を行うことも可能です。 

 

②月２回目の治療が翌月にまたがる時の算定 

  １月の内に２回治療を要する状態になり、２回目が月末から翌月にかけて

の治療の場合、翌月の１日からの７日間は算定可能です。 

 

③容態と算定の関係 

  治療を必要とする状態となり、治療管理として投薬、検査、注射、処置等

が行われていれば、熱発等の容態に関係なく算定可能です。 

 

④投薬、検査、注射、処置等と算定の関係 

  利用者の病状により医師が肺炎と診断し、検査をせずに投薬をした場合な

ど、治療管理として投薬、検査、注射、処置等のいずれかが行われていれば、

その全てが行われていなくても算定可能です。 

 

⑤数日間薬効がある薬剤を用いた場合の算定可能期間 

  １回の投与で数日間薬効がある薬剤を用いた場合であっても、算定可能な

のは治療管理として投薬、検査、注射、処置等が行われた日であり、薬効の

期間をもって算定の可否は判断できません。ただし、例えば、薬効を確認す

るために診察等を行った場合などは、算定可能となります。 

所定疾患施設療養費の算定に関しては、「診断名、診断を行った日、実施し

た投薬、検査、注射、処置の内容等を診療録に記載しておく」必要がありま

すので、治療管理のために診療録に記載しておくような行為が行われない日

は算定できません。 
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⑧ ターミナルケア加算の算定において留意すべき事項にはどのよ

うなものがあるか？【老健】 

 

①口頭で同意を得た場合の取扱い 

入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時行う説明に係る同意について口

頭で同意を得た場合は、その説明日時、内容、同意を得た旨を記録・記載し

ておく必要があります。 

 

②ターミナルケアに係る計画と施設サービス計画の関係 

ターミナルケアに係る計画と施設サービス計画とは、両者が一体のもので

あっても差し支えありません。 

また、ターミナルケア「に係る」計画なので、「ターミナルケア計画」と明

示されていなくても構いません。 

しかし、両者を一体とした場合であっても、医師が一般的に認められてい

る医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した時点で、援助内容を見

直し、ターミナルケアに対する本人又は家族の理解を得る必要があります。 

 

③個室に移行して３０日を経過した場合の基本報酬 

  ターミナルケア加算の算定にあたり、本人又はその家族が個室でのターミ

ナルケアを希望して個室に移行した場合には、多床室の基本報酬を算定しま

す。 

ターミナルケア加算は死亡日を含めて３０日以前に算定されるものですが、

上記の多床室の基本報酬を算定する期間については、その期間がターミナル

ケア加算の算定期間であるか否かは要件とされておりません。 

よって、本人又はその家族が個室でのターミナルケアを希望して個室に移

行した期間が３０日を超えた場合においても、多床室の単位の介護報酬を算

定します。 
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⑨ 療養食加算における減塩食は毎日基準を満たさなければならな

いのか？【老健・短期療養】 

 

 療養食加算の算定において、腎臓病食及びそれに準じて取り扱うことができ

る心臓疾患等の減塩食を提供している場合、算定要件である塩分量の「総量６．

０ｇ未満」は、週や月単位での平均ではなく、各日個別の塩分量を指します。 

 よって、１日の総塩分量が６．０ｇ以上であった日は、当該加算は算定でき

ませんのでご注意ください。 

 

※指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施

設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月８日老企第４０号）第

二の３（１３）、６（２４）（準用第二の２（１１）） 

「②加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せん

に基づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治

療食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓

病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食をいうもののであること。 

（中略） 
④減塩食療法等について 

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うことが

できるものであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行う場合は、加算の対象とは

ならないこと。 

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については、

総量６．０ｇ未満の減塩食をいうこと。」 

 

※国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）（厚生労働省平成２２年６月１８日～６月２

４日受付分）老健局２ 

「都道府県の方より、療養食加算について、通知上『腎臓病食に準じて取り扱うことが

できる心臓疾患等の減塩食については、総量６．０ｇ未満の減塩食をいうこと』とあ

るが、この６．０ｇについては、一日平均で達成された場合に加算の対象となるのか

又は一日であっても６．０ｇ以上になってしまった場合、加算の対象とはならないの

かとの御照会をいただきました。 

（中略） 
療養食加算は、入所者の年齢・心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提

供が行われている等の基準を満たした場合に、１日につき所定の単位数を加算するも

のであり、１日につき６ｇ未満に達しなかった場合はその日数分は算定の対象とはな

らない旨回答致しました。」 
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⑩ 緊急短期入所受入加算の算定において留意すべき事項にはどの

ようなものがあるか？【短期療養】 

 

①利用予定者がそれ以前に緊急に利用する場合の算定 

  短期入所療養介護の利用予定者が、それ以前に緊急に短期入所療養介護を

利用する場合の算定可否については、提供実績が予定から変更されたにすぎ

ないものなのか、それとも居宅サービス計画の変更を要する事例なのかによ

って、個別に判断することとなります。 

 

②居宅サービス計画上、利用が「随時」と位置付けられている場合の算定 

居宅サービス計画上、短期入所療養介護の利用が計画されているものの、

その利用が「随時」と位置付けられており、特定の入所予定日が位置付けら

れているものではない場合には算定可能です。 

 

③「緊急」の定義 

  緊急短期入所受入加算の算定要件である「緊急」がどの程度のものを指す

かについては、利用者の状態や家族等の事情、又、事業所側の状態等により

個別に判断せざるを得ず、明確な範囲の定義はできません。 

そのためにも、算定要件である利用の理由等の記録は、適切に実施してく

ださい。 
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⑪ 認定の有効期間の半数を超えて利用する短期入所 相談票につ

いて【短期療養】 

 

下関市では、認定の有効期間の半数を超えて、短期入所療養介護を利用する

場合、適正な介護給付の確保のための保険者判断が必要と考え、担当介護支援

専門員等より相談票を提出いただいています 

この件に関し、以下のとおり、居宅介護支援の集団指導資料に掲載しており

ますが、短期入所療養介護事業者の皆様におかれましても、担当サービス先と

してご認識いただき、介護支援専門員等と協力して適正にご対応いただきます

ようお願い申し上げます。 

（居宅介護支援集団指導資料掲載内容） 

② 相談票（生活援助、短期入所）はなぜ提出しないといけないの

か？ 
 

 下関市では、①訪問介護における同居家族がいる場合の生活援助、②認定の

有効期間の半数を超えて利用する短期入所生活介護又は短期入所療養介護につ

いては、適正な介護給付の確保のための保険者判断が必要と考え、担当介護支

援専門員等より相談票を提出いただいています（法令等１参照）。 

 これらについては、本来算定ができないことが原則であるものの例外として、

当該事案が適であるか否かを判断するための資料となりますので、その趣旨を

ご理解いただいた上で、事案発生時には遺漏なくご対応いただきますよう、お

願い申し上げます。 

 
下関市に提出する相談票 

事項 ①訪問介護における同居家族がいる場合の
生活援助 

②認定の有効期間の半数を超えて利用する
短期入所生活介護又は短期入所療養介護 

相談票名 同居家族がいる場合の生活援助算定 相談
票 

認定の有効期間の半数を超えて利用する短
期入所 相談票 

※様式及び留意事項については下関市ホームページにて確認してください。 
〔ホームページ掲載場所〕 
下関市ホームページトップページ（http://www.city.shimonoseki.lg.jp/） 
→ 事業者の方へ 

 → 保健・福祉 
→ 介護保険 

 → 介護保険サービス事業の申請様式等について（訪問通所系サービス） 

提出が必要
な場合 

同居家族がいる場合に、訪問介護において
「生活援助中心型」の単位数を算定する場
合。 
※同居家族が要介護認定者である等、客観
的に見て明らかに「障害・疾病」の状態
である（同居家族自身が自立状態にな
い。）と判断できる場合は提出不要。 

※介護予防訪問介護は「身体介護中心型」
と「生活援助中心型」の区分が一本化さ
れているが、提出が必要な場合について
は訪問介護の場合と同様。 

要介護（要支援）認定の有効期間の半数を
超えて、短期入所生活介護又は短期入所療
養介護を利用する場合（介護予防短期入所
生活介護及び介護予防短期入所療養介護を
含む。）。 
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提出時期 ①生活援助の利用を開始する場合 
②生活援助の内容を増加又は変更する場合 
③要介護（要支援）認定の更新や区分変更
が行われる場合 

※上記の事例発生前に提出（認定結果が出
ていない場合は、暫定プランの内容で提
出）。 

※協議の結果、生活援助利用可能となった
場合、相談票提出日（市介護保険課受付
日）に遡って利用可能。 

翌月のサービス利用票を作成する際に、「認
定の有効期間のおおむね半数」を超えて短
期入所サービスを利用することが見込まれ
る場合。 
※認定の有効期間が２年の場合は、期間を
１年毎に区切って提出。 

特に明記す
べき事項 

・利用者の家族構成（何人家族か）。 
・利用者に援助が必要な理由。 
・同居家族が援助できない理由（同居家族
全員の理由記入）。 

認定の有効期間の半数を超えた利用が、心
身の状況等を勘案して特に必要と認められ
る理由（単なるレスパイトだけでの理由は
望ましくない）。 

参照法令等 法令等２～４参照 法令等５・６参照 

 
〔法令等〕 
１．介護保険法第２３条 

「市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受ける者若しくは当該保険
給付に係る居宅サービス等（（中略）居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）（中略）若し
くは介護予防支援（これに相当するサービスを含む。）をいう。以下同じ。）を担当する者（中略）に
対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは
照会をさせることができる。」 

 
２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び
福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実
施上の留意事項について（平成１２年３月１日老企第３６号）第２の２（６） 

 「『生活援助中心型』の単位を算定することができる場合として『利用者が一人暮らしであるか又は家族
等が障害、疾病等のため、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合』とされたが、これは、障
害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむを得ない事情により、家事が困難な
場合をいうものであること。」 

 
３．同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生活援助等の取扱
いについて（平成１９年１２月２０日厚生労働省老健局振興課事務連絡） 

 「同様のやむを得ない事情とは、障害、疾病の有無に限定されるものではなく、個々の利用者の状況に
応じて具体的に判断されるというものである。したがって、市町村においては、同居家族等の有無の
みを判断基準として、一律に介護給付の支給の可否を機械的に判断しないようにされたい。」 

 
４．指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成１８年３月１７日老計発０３１７００１号・老振発０３１７００１号・老老発０３１７００１号：
別紙１）第２の２（１） 

 「介護予防訪問介護においては、通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合の単位数（以下
この号において『通院等乗降介助』という。）は算定しないこととし、通院等乗降介助以外のサービス
の範囲については、訪問介護と同じ取扱いとする。」 

 
５．指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）第１３条第
２０号 

 「介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を位置付ける場合に
あっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身
の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及び短期入所療養介護を利
用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。」 

 
６．指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号）第３０条第２２号 

 「担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を位
置付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、
利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、介護予防短期入所生活介護及び
介護予防短期入所療養介護を利用する日数が要支援認定の有効期間のおおむね半数を超えないように
しなければならない。 
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⑫ 営利法人監査・実地指導の際、どのような点に注意すればよい

か？【通所リハ】 

 

 平成２４年度は、実地指導２件を実施いたしました。事項別是正改善指導状

況については以下のとおりです。 

 

 

 

 ・特になし 

 

  

 

 ・通所リハビリテーションを提供するスペースが不明確である  

 

 

 

・重要事項説明書の内容が不足している 

・重要事項説明書の内容が現況と異なっている 

・運営規程の内容が不足している 

・運営規程の内容が現況と異なっている 

・運営規程等の変更に伴い提出すべき変更届が未届である 

・通所リハビリテーション計画の内容に不備がみられる（作成日不明、交付

の確認） 

・通所リハビリテーション計画の作成、説明、同意に遅れがみられる 

・従業者からの秘密保持等の誓約徴取に不備がみられる 

・非常災害対策（避難訓練等）が実施されていない 

 ・会計が事業別、サービス別で区分されていない 

 

 

 

・加算に係る各計画の内容に不備がみられる（記載すべき事項の不足等） 

・加算に係る各計画の作成、説明、同意日が不明確である 

・加算に係る各記録様式に不備がみられる 

設備に関する主な指導内容 

運営に関する主な指導内容 

人員に関する主な指導内容 

介護報酬に関する主な指導内容 
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⑬ サービス担当者会議を事業所内でサービス提供時間中に開催す

ることは可能なのか？【通所リハ】 

 

 サービス担当者会議は、居宅サービス計画が利用者にとって適切なものであ

ることを確認し、また、利用者の目標を達成するために、本人、家族、各サー

ビス事業者等のそれぞれの役割分担の確認等を行う場です。 

 開催場所については、利用者の居宅で行われることが望ましいですが、特別

な事情があり居宅での開催が難しい場合は、会議の構成員が出席しやすい場所

（各サービス事業所等）で開催するなど、柔軟に対応してください。 

しかしながら、開催時間については、事業所でのサービス提供時間中は認め

られません。通所サービスは、予め事業所が定めた計画に沿って提供されるも

のです。サービス提供時間中のサービス担当者会議開催は、その利用者に対す

るサービスの中断を意味し、その時点でサービスは終了となります。 

通所リハビリテーションだけではなく、介護予防通所リハビリテーションに

ついても同様です。介護予防サービス利用者についても、事業所が定めた計画

に沿ってサービスが提供されることに変わりはなく、サービス提供を中断して

よいことにはなりません。 

したがって、介護予防サービス利用者に対しても、サービス提供時間中の開

催は認められません。 

ただし、サービス担当者会議を開催する日を予め定め、かつ利用者の同意を

得られるのであれば、例えば１０時から１５時までのサービス提供時間を、会

議が開催される日は１０時から１４時３０分（または１０時３０分から１５時）

に変更したうえで、サービス提供開始前または終了後に開催することは可能と

考えます。この場合、介護報酬については、通所リハビリテーションはサービ

ス担当者会議を除いた時間で請求することになります。介護予防通所リハビリ

テーションは定額制のため変更はありません。 

 

サービス担当者会議は介護支援専門員が召集し、開催することになっていま

す。事業者の皆様におかれましては、場所・日時の調整について、介護支援専

門員と調整し、通所サービスの中断がないよう十分にご留意ください。 
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⑭ 通所サービスの送迎時の対応はどこまで行うべきなのか？【通

所リハ】 

 

 送迎については通所サービス事業所が実施すべきサービスとして基本報酬に

包括されているため、送迎が必要な利用者の居宅から事業所までの対応は通所

サービス事業所が行う必要があります。 

 厚生労働省令で定められた通所サービス事業における「設備に関する基準」

の解釈通知の中で「指定通所リハビリテーション事業を行う事業所ごとに備え

る設備については、専ら当該事業の用に供するものでなければならない（中略）」

とあり、例えば、利用者の居宅から通所サービス事業所の車両への移動のため

に車椅子が必要な場合、利用者に車椅子等移動に必要な設備を準備させるので

なく、事業所の設備として準備しなくてはなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、上記Ｑ＆Ａにも示されているように、利用者の居宅の地理的状況等

から車両では送迎が不可能な場合等も考えられ、利用者側の事情や希望により

通所サービス事業所の現員では当該利用者に対する送迎を行うことにより事業

所の基準上必要な人員配置の欠如が発生してしまう等、サービスの提供に支障

をきたすおそれのある場合は、利用者等及び当該利用者を担当する介護支援専

門員に通所サービス事業所での対応が難しい旨の理解を得たうえで、利用者等

が当該事業所への通所をなお希望される場合にあっては、通所サービス事業所

の送迎に代わる対応もやむを得ないと考えます。 

 

 

 

 

送迎が不要な利用者に対して送迎を行わないことも可能ですが、要件により基

本報酬費の減算の対象となることもあります。 

平成１２年３月３１日 介護報酬等に係るＱ＆Ａ 

Ｑ：送迎サービスについて、幼稚園の通園バスのようないわゆる「バススト

ップ方式」であっても差し支えないか。 

 

Ａ：居宅まで迎えに行くことが原則である。ただし、道路が狭隘で居宅まで

送迎車が入ることができない場合など、地理的要因等から妥当と考えられ、

かつ、利用者それぞれに出迎え方法を予め定めるなどの適切な方法で行う必

要がある。 
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なお、下関市では送迎については、上記に加えて次のとおり取り扱っており

ますのでご留意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：家族等の要望で利用後に自宅外に送ることは可能か。 

 

Ａ：原則は利用者の自宅以外に送迎することは認められません。ただし、送迎

先が、毎日訪れ、食事や入浴等を行う日常生活の拠点となっている場合や、

送迎先が家族等の家であり、そこに宿泊している場合は利用者の自宅以外に

送迎することも可能です。 

また、下記要件をすべて満たす場合は、送迎を可とすることも考えられる

ため個別にご相談ください。 

 

①他の手段を検討したうえで、居宅以外への送迎がやむを得ない状況であ

ること。 

（例：認知症、精神疾患の利用者等であって、介護者のいない自宅に送迎

すると危険な場合） 

②送迎先が事業所から利用者の自宅間のルート上であること。 

③家族等が利用者を受け入れる体制が整っている場所であって、かつ適切

に家族に引き継げること。 

 




